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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 第90期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２ 第90期中間連結会計期間は、中間期末が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連結貸借対

照表のみが連結対象となるため、純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、従業員数以外は記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― ― ― ― ―

経常利益 (千円) ― ― ― ― ―

中間(当期)純利益 (千円) ― ― ― ― ―

純資産額 (千円) ― ― △40,786 ― ―

総資産額 (千円) ― ― 2,791,300 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― △10.25 ― ―

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― ― ― ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用人員〕 

(人) 
― 

〔―〕

―

〔―〕

186

〔107〕

― 

〔―〕

―

〔―〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の議決権を自己の計算において所有していないため、記載してお

りません。なお、「第90期中」については関連会社が存在しないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 851,982 908,585 899,892 1,843,111 1,848,894

経常損失 (千円) 72,370 39,563 48,540 58,328 76,680

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △47,468 15,874 △23,363 △45,030 △207,626

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 203,500 203,500 203,500 203,500 203,500

発行済株式総数 (千株) 4,100 4,100 4,100 4,100 4,100

純資産額 (千円) 223,646 236,858 △20,959 233,401 21,812

総資産額 (千円) 2,943,018 3,055,324 2,650,448 3,092,186 2,838,727

１株当たり純資産額 (円) 54.59 57.82 △5.12 56.97 5.33

１株当たり中間 
純利益金額又は中間 
(当期)純損失金額(△) 

(円) △11.59 3.87 △5.71 △10.99 △50.69

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 7.6 7.8 △0.8 7.5 0.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △86,574 9,910 △30,959 △66,333 △31,790

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △2,123 2,915 82,584 △47,390 10,499

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 49,294 44,195 △127,251 125,414 14,074

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 127,381 235,531 95,667 178,507 171,295

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用人員〕 

(人) 
177 
〔91〕

177
〔93〕

164
〔102〕

177 
〔90〕

175
〔96〕



２ 【事業の内容】 

当社グループは、連結子会社１社及び非連結子会社１社で構成され、陶磁器の製造販売を主として行っておりま

す。 

なお、当社グループの事業内容、取引内容は次のとおりであります。 

  

(1) 陶磁器事業 

当社は、百貨店等の得意先に直接販売しているほか、当社の営業所等でも店頭販売を行っております。また、佐

賀県及び長崎県については連結子会社の深川製磁販売株式会社を通じて販売しております。 

なお、当社は、他社製品の販売も行っておりますが、他社品の仕入れの一部については上記深川製磁販売株式会

社及び非連結子会社の有限会社こむより商品を仕入れております。 

  

(2) レストランその他の事業 

西有田工場に隣接する陶磁器の展示棟兼販売店であるチャイナ・オン・ザ・パーク敷地内でレストラン事業及び

雑貨等の販売を行っております。 

  

なお、各事業の売上高の比率は陶磁器96.7％、レストランその他3.3％となっております。 

  

事業(陶磁器)の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、深川製磁販売株式会社が新たに提出会社の関係会社(連結子会社)となり関連会社で

あった有限会社こむは、非連結子会社となりました。 

  

(注) １ 議決権の直接的な所有割合はいずれの会社も100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたもの

であります。 

２ 議決権の所有割合の[ ]内は緊密な者又は同意をしている者の所有割合で外数となっております。 

３ 深川製磁販売㈱は債務超過会社であり、債務超過額は92,413千円であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマーを含んでおります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマーを含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金 
(千円) 

主要な
事業の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)     
深川製磁販売株式会社 佐賀県西松浦郡

有田町 
10,000 陶磁器の販売 ―

(2.80) 
[49.28] 

当社製品及び商品の販売並びに当社

が商品の仕入を行っております。 
当社所有の土地及び建物について賃

貸借契約を締結しております。 
なお、当社より資金援助を受けてお

ります。また、銀行借入に対し、当社

が債務保証を行っており、当社の銀行

借入の一部について債務保証を受けて

おります。 
(非連結子会社)     
有限会社こむ 佐賀県西松浦郡

有田町 
3,000 陶磁器の販売 ―

(1.88) 
[100.00] 

当社が販売する他社品の仕入先であ

ります。 
なお、当社より資金援助を受けてお

ります。 
役員の兼任  １名 

事業部門名称 従業員数(人)

生産部門 104〔 23〕 

販売部門 57〔 82〕 

管理部門 25〔 2〕 

合計 186〔107〕 

従業員数(人) 164〔102〕 



第２ 【事業の状況】 

当社は、当中間連結会計期間において、深川製磁販売株式会社が新たに連結子会社となりましたが、当中間連結会計

期間では中間貸借対照表のみが連結の対象となるので、「１業績等の概要 ２生産、受注及び販売の状況」については

当社単独の状況を記載しております。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、電気機械や輸出関連を中心に底堅く、原油の高騰など、懸念材料を抱

えながらも企業収益の改善による民間設備投資の増加、雇用情勢や個人消費も改善の兆しが見られることから景気

は緩やかながら総じて堅調に拡大基調を維持しました。しかしながら、陶磁器業界は依然として厳しい状況が続き

予断を許さない状況が続いております。 

このような状況のもと、当社では、生産面においては人件費の削減や外注加工費などの削減に努めましたが、一

部生産調整を行ったため原価高となりました。 

また、当社の伝統産業としての挑戦が、新しいジャパンメイドの技術とデザインを海外に志向させる企業行動と

して「07年デザインエクセレントカンパニー賞」を受賞いたしました。これは、「上質な生活」へ向けて陶磁器の

さらなるポテンシャルを推進することが当社の企業価値を高める証明と考えています。一方、新分野進出の第一弾

として前事業年度にインテリア分野へ参入し、イタリアで開催された2007年ミラノサローネ(世界最大のインテリア

ショー)に出品した「SUMIランプ」は、モダンリビング、日経ビジネス、家庭画報、その他多くの女性誌に掲載され

当社のインテリア分野への進出は、大きな成功としてマーケットにも評価を頂きました。この「SUMIランプ」を中

心とした「ミラノコレクション展」を各地で開催するなど販売増進を図ってまいりましたが、売上高は８億９千９

百万円(前年同期比1.0％減)となりました。損益面では営業損失は１千７百万円(前年同期は営業損失１千２百万

円)、経常損失は４千８百万円(前年同期は経常損失３千９百万円)となりました。また、役員退職慰労金制度の廃止

による役員退職慰労引当金戻入益５千８百万円を特別利益に計上したことや、債務保証損失引当金繰入額３千９百

万円を特別損失に計上したこと等により、中間純損失は２千３百万円(前年同期は中間純利益１千５百万円)となり

ました。 

なお、当社株式は、平成19年11月30日付で福岡証券取引所株券上場廃止基準第２条第４号(上場時価総額５億円基

準)の規定に該当したため、平成19年12月31日をもって株券上場廃止になることが決定いたしました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、投資活動による資金は増加しまし

たが、営業活動及び財務活動による資金が減少したことにより、前事業年度末に比べ７千５百万円(44.2％)減少

し、９千５百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における営業活動による資金の減少は３千万円(前年同期は９百万円の増加)となりました。こ

れは主として、税引前中間純損失２千万円や投資有価証券売却益２千万円等によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における投資活動による資金の増加は８千２百万円(前年同期は２百万円の増加)となりまし

た。これは主として、投資有価証券の売却による収入５千万円や保険料掛金解約による収入１千８百万円による

ものであります。 

  



(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における財務活動による資金の減少は１億２千７百万円(前年同期は４千４百万円の増加)とな

りました。これは主として、長期借入金の返済によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別(品種別)に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 生産金額は製造原価を基準としております。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

  

(3) 受注状況 

当社は、陶磁器部門において一部受注生産を行っております。なお、当中間会計期間における受注実績は、次の

とおりであります。 
  

  

(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別(品種別)に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

  

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

陶磁器部門 
飲食用陶磁器 359,620 110.5 

装飾用陶磁器 51,844 104.4 

合計 411,465 109.7 

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

陶磁器部門(他社品) 40,316 103.2 

レストランその他の部門 10,683 69.1 

合計 51,000 93.5 

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

陶磁器部門 25,202 350.8 13,391 669.6 

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

陶磁器部門 

飲食用陶磁器 703,061 103.5 

装飾用陶磁器 117,072 87.5 

他社品 49,925 86.4 

小計 870,059 99.9 

レストランその他の部門 29,833 79.6 

合計 899,892 99.0 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、売上による収入を安定化し、固定費を中心としたコストの削減や営業部門の強化を図るととも

に、早期に債務超過を解消しつつ安定的な財政状態を維持できるよう努力してまいります。また、当社には継続企業

の前提に重要な疑義が存在しておりますが、策定中の「経営改善計画(五ヵ年事業計画)」の実現に向けて努力してま

いります。なお、具体的な内容については「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」を参照してくだ

さい。 

なお、当社株式は、平成19年12月１日に福岡証券取引所から平成19年12月１日から平成19年12月30日までの期間に

ついて整理ポストを割当てられました。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、創業以来陶磁器の「自主技術の開発」を基本理念として、有田焼の伝統工芸技術を応用した新有

田焼を開発するため、材料開発から製品開発、生産技術開発まで取り組んでおります。当中間連結会計期間の研究開

発費は１千１百万円であります。 

なお、当社グループの研究開発体制及びその概要は、伝統工芸品の開発を目的とした「芸術室」、ユーザー・ニー

ズの入手及びデザインの開発を目的とした「デザイン開発部」及び新しい製造技術の開発や歩留まりの向上をめざす

「本社工場技術部門」であります。 

  

上記「第２ 事業の状況」に掲げる金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は、次のとおりであります。 

提出会社 

  

(注) 平成20年１月中に売却の予定であります。 

  

  

上記「第３ 設備の状況」に掲げる金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門 
名称 

設備の内容

帳簿価額

建物
(千円) 

構築物
(千円) 

工具・器具
及び備品 
(千円) 

土地 
(千円) 
(面積㎡) 

合計 
(千円) 

深川製磁㈱ 
札幌出張所 

札幌市中央区 陶磁器部門 販売施設 10,637 17 39
45,130 
(263)

55,824



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 4,100,000 4,100,000 福岡証券取引所 ─ 

計 4,100,000 4,100,000 ─ ─ 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年９月30日 ― 4,100 ― 203,500 ― 42,098

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

深 川   明 佐賀県西松浦郡有田町 410 10.00

三和実業株式会社 東京都渋谷区松濤１丁目11番12号 251 6.12

山 崎   登 東京都江東区 242 5.90

株式会社佐賀銀行 佐賀県佐賀市唐人２丁目７番20号 200 4.88

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 151 3.69

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 128 3.12

戸 栗   修 東京都渋谷区 128 3.12

深川製磁従業員持株会 
佐賀県西松浦郡有田町幸平
１丁目１番７号 

123 3.01

深川製磁販売株式会社 
佐賀県西松浦郡有田町幸平
１丁目１番８号 

113 2.77

深 川   治 神戸市北区 110 2.68

計 ― 1,856 45.29



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式541株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) １ 高・ 低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。 

２ 同取引所において平成19年12月１日に整理ポストに割当てとなり、平成19年12月31日付で株券上場廃止となります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

5,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,037,000 
4,037 ― 

単元未満株式 
普通株式 

58,000 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 4,100,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,037 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
深川製磁株式会社 

佐賀県西松浦郡有田町 
幸平一丁目１番７号 

5,000 ― 5,000 0.12

計 ― 5,000 ― 5,000 0.12

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 115 101 108 106 100 73

低(円) 100 83 90 95 80 66



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

(3) 当社は、当中間連結会計期間末をみなし支配獲得日として、深川製磁販売株式会社の実質的支配を獲得し、子会

社としたことに伴い、初めて連結財務諸表を作成することとなったため、当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表のうち中間連結貸借対照表のみを作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月

30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※２ 307,465   

２ 受取手形及び売掛金   238,523   

３ たな卸資産   1,372,940   

４ 繰延税金資産   30,826   

５ その他   20,099   

  貸倒引当金   △3,986   

流動資産合計   1,965,869 70.4 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物 ※２ 443,291   

(2) 土地 ※２ 247,077   

(3) その他 ※２ 34,551 724,920 26.0 

２ 無形固定資産   6,889 0.2 

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   37,126   

(2) その他   68,569   

  貸倒引当金   △12,074 93,621 3.4 

固定資産合計   825,430 29.6 

資産合計   2,791,300 100.0 

      



  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   157,402   

２ 短期借入金 ※２ 1,488,956   

３ 未払法人税等   3,343   

４ その他   151,984   

流動負債合計   1,801,687 64.6 

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※２ 696,821   

２ 繰延税金負債   1,870   

３ 退職給付引当金   316,390   

４ その他   15,316   

固定負債合計   1,030,399 36.9 

負債合計   2,832,086 101.5 

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   203,500 7.3 

２ 資本剰余金   42,098 1.5 

３ 利益剰余金   △261,747 △9.4 

４ 自己株式   △27,371 △1.0 

株主資本合計   △43,520 △1.6 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  2,733 0.1 

評価・換算差額等合計   2,733 0.1 

純資産合計   △40,786 △1.5 

負債純資産合計   2,791,300 100.0 

      



② 【中間連結損益計算書】 

当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連

結貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結損益計算書は作成しておりません。 

  



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連

結貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。 

  



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連

結貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

  



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

当社グループは、当中間連結会計期間において、40,786千円の債務超過の状況になっており

ます。 

これにより、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。中

間連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく主力金融機関と協議しながら経

営コンサルタントを介し、下記の内容を骨子とした新たな「経営改善計画(五ヵ年事業計画)」

を策定中であります。 

１ 営業部門 

 ① 販売戦略の東京集中 

 ② 営業店支援機能の強化 

 ③ ブランド戦略と販売戦略の統一化、同期化等 

２ 生産部門 

 ① 技術継承についての仕組み作り 

 ② 本社工場、西有田工場の生産ラインの見直し 

 ③ 販売状況に即応した多品種少量生産体制の構築等 

３ 総務・人事部門 

 ① ガバナンス機能の強化、取締役会の活性化 

 ② 社外からの人材招聘 

 ③ 本社機能の西有田工場への移転等 

４ 財務部門 

 ① 資産の圧縮 

 ② 計数管理機能の強化 

 ③ 固定費を中心とするコスト削減 

 「経営改善計画(五ヵ年事業計画)」は当社の事業再建を果たすべく、売上による収入を安定

化し継続的な資金確保に重点を置いております。なお、資金面については、現状では、取引金

融機関からの新規、追加調達の可能性は低いことから、下半期以降の売上高が計画どおりに推

移しない場合には、資金繰りが逼迫する可能性があります。これに対して、当社は主力金融機

関からの借入金について返済条件の変更を依頼する予定であります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な疑義の影響を

中間連結財務諸表には反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  １社 

深川製磁販売株式会社 

(注)みなし支配獲得日を当中間会計期間末と

しているため、当中間連結会計期間は中

間連結貸借対照表のみを作成しておりま

す。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

 有限会社こむ 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は小規模であり、総資産、売

上高、中間純損益、利益剰余金等はいずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した非連結子会社はありませ

ん。 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称 

有限会社こむ 

同社は、中間純損益及び利益剰余金等から

みて、持分法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体として重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する

事項 

 深川製磁販売株式会社の中間決算日は、７月31

日であります。中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

  〔その他有価証券〕 

   時価のあるもの 

     中間連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法により

算定) 

   時価のないもの 

    総平均法による原価法 

   ② たな卸資産 

   商品・貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価法 

   製品・半製品・仕掛品 

    売価還元法による原価法 

   原材料 

    月次移動平均法による原価法 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   建物 

   a 平成19年３月31日以前に取得したもの 

     旧定額法によっております。 

   b 平成19年４月１日以降に取得したもの 

     定額法によっております。 



  

項目 
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

     その他 

   a 平成19年３月31日以前に取得したもの 

     主として旧定率法によっております。 

   b 平成19年４月１日以降に取得したもの 

     主として定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

 建物  ８～39年 

 構築物 10～60年 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中間連結会計

期間より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

なお、当中間連結会計期間については、

中間連結損益計算書を作成していないた

め、当該変更に伴う損益に与える影響並び

にセグメント情報に与える影響の記載を省

略しております。 

(追加情報) 

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法を適用し、取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間で

均等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

なお、当中間連結会計期間については、

中間連結損益計算書を作成していないた

め、当該変更に伴う損益に与える影響の記

載を省略しております。 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

   ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計期間末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上して

おります。会計基準変更時差異については、

10年による按分額を費用処理しております。 

なお、連結子会社の退職給付債務について

は、中間連結会計期間末自己都合要支給額

(特定退職金共済制度により支給される部分

を除く)としております。会計基準変更時差

異については、15年による按分額を費用処理

しております。 



  

  

項目 
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

  (5) その他中間連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

  なお、「仮払消費税等」及び「仮受消費税

等」は相殺し、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 当中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが

連結の対象であるため、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書は作成しておりません。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 940,636千円 

※２ 担保に供している資産及びそれに

対応する債務 

＜担保資産＞ 

上記のうち、工場財団設定分 

＜担保付債務＞ 

短期借入金(１年以内に返済予定の長期借入金 

建物 363,032千円

構築物 22,388千円

機械及び装置 3,760千円

窯 8,931千円

工具・器具及び備品 7,059千円

土地 247,077千円

定期預金 175,200千円

投資有価証券 16,758千円

合計 844,207千円

建物 270,822千円

構築物 21,938千円

機械及び装置 3,760千円

窯 8,931千円

工具・器具及び備品 7,059千円

土地 94,784千円

合計 407,297千円

を含む)及び長期借入金 2,115,247千円

 ３ 受取手形割引高 12,042千円 

 ４ 中間連結会計期間末日満期手形の

処理 

 当中間連結会計期間末日は金融機関の休日であ

ったが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当中間連結会計期間末日満期手形

の金額は次のとおりであります。 

 受取手形 65千円

 割引手形 3,526千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高 

 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産等の中間期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額
(千円) 

中間期末 
残高相当額 
(千円) 

車両及び
運搬具 

3,036 1,771 1,265 

工具・器具
及び備品 

37,292 25,139 12,153 

ソフト
ウェア 

43,839 9,459 34,379 

合計 84,168 36,369 47,798 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資産等の中間期

末残高に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年内 15,750千円

１年超 32,047千円

合計 47,798千円

(3) 支払リース料等 

  支払リース料 

  減価償却費相当額 

  

8,733千円 

8,733千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (減損損失) 

 リース資産に配分された減損損失はありません

ので、項目等の記載は省略しております。 



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

(1) その他有価証券で時価のある有価証券 

  

(注) 時価のある株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄はすべて減損処理を行い、30％以上

50％未満下落した銘柄については、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。なお、当中間連結会計期間は、11,313千円の減損処理を行っております。 

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 20,509 25,114 4,604

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 割引金融債券 10,632

 非上場株式 1,379

合計 12,011



(セグメント情報) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、中間連結損益計算書を作成していないた

め該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) 当中間連結会計期間については、中間連結損益計算書を作成していないため、１株当たり中間純利益金額、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益金額及びこれらの算定上の基礎に関する記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

１株当たり純資産額 △10円25銭 



(2) 【その他】 

当社株式は、平成19年12月１日に福岡証券取引所から整理ポストに割当てられました。整理ポスト割当期間は、

平成19年12月１日から平成19年12月30日までであり、平成19年12月31日をもって株券上場廃止となります。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２ 439,754   293,067 376,797   

２ 受取手形   30,987   18,325 10,778   

３ 売掛金   195,266   206,282 217,340   

４ たな卸資産   1,297,468   1,285,938 1,292,982   

５ 繰延税金資産   20,057   30,826 33,018   

６ その他   19,559   28,203 25,281   

  貸倒引当金   △970   △1,760 △2,040   

流動資産合計    2,002,123 65.5 1,860,884 70.2   1,954,158 68.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２ 391,212   371,343 382,077   

(2) 土地 ※２ 247,077   247,077 247,077   

(3) その他 ※２ 66,263   57,330 60,752   

計   704,552   675,751 689,907   

２ 無形固定資産   7,663   6,384 6,670   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 93,777   36,182 102,011   

(2) 繰延税金資産   136,155   ― ―   

(3) その他   120,051   139,115 151,678   

  貸倒引当金   △9,000   △67,870 △65,700   

計   340,984   107,428 187,990   

固定資産合計    1,053,200 34.5 789,564 29.8   884,568 31.2

資産合計    3,055,324 100.0 2,650,448 100.0   2,838,727 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   93,198   89,886 100,914   

２ 買掛金   30,539   35,712 30,311   

３ 短期借入金 ※２ 1,399,220   1,400,248 1,457,495   

４ 未払法人税等   3,301   3,278 4,365   

５ 賞与引当金   21,600   19,044 21,600   

６ その他   113,368   128,493 114,427   

流動負債合計    1,661,228 54.3 1,676,663 63.3   1,729,114 60.9

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 819,148   660,984 730,893   

２ 繰延税金負債   ―   1,870 8,354   

３ 退職給付引当金   275,184   286,642 284,791   

４ 役員退職慰労引当金   62,905   ― 63,760   

５ 債務保証損失引当金   ―   39,318 ―   

６ その他   ―   5,930 ―   

固定負債合計    1,157,237 37.9 994,744 37.5   1,087,799 38.3

負債合計    2,818,466 92.2 2,671,408 100.8   2,816,914 99.2

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    203,500 6.6 203,500 7.7   203,500 7.2

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   42,098   42,098 42,098   

資本剰余金合計    42,098 1.4 42,098 1.5   42,098 1.5

３ 利益剰余金          

(1) その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   △21,899   △268,763 △245,400   

利益剰余金合計    △21,899 △0.7 △268,763 △10.1   △245,400 △8.7

４ 自己株式    △319 △0.0 △554 △0.0   △459 △0.0

株主資本合計    223,380 7.3 △23,719 △0.9   △261 △0.0

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    13,478 0.5 2,759 0.1   22,073 0.8

評価・換算差額等 
合計    13,478 0.5 2,759 0.1   22,073 0.8

純資産合計    236,858 7.8 △20,959 △0.8   21,812 0.8

負債純資産合計    3,055,324 100.0 2,650,448 100.0   2,838,727 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    908,585 100.0 899,892 100.0   1,848,894 100.0

Ⅱ 売上原価    433,037 47.7 432,553 48.1   892,216 48.3

売上総利益    475,547 52.3 467,339 51.9   956,677 51.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    488,477 53.7 485,227 53.9   979,029 52.9

営業損失    12,929 △1.4 17,888 △2.0   22,351 △1.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,275 0.5 5,410 0.6   10,374 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  31,909 3.5 36,062 4.0   64,702 3.5

経常損失    39,563 △4.4 48,540 △5.4   76,680 △4.1

Ⅵ 特別利益 ※３  75,793 8.4 79,151 8.8   81,753 4.4

Ⅶ 特別損失 ※４  ― ― 50,631 5.6   58,863 3.2

税引前中間純利益    36,229 4.0 ― ―   ― ―

税引前中間(当期) 
純損失    ― ― 20,020 △2.2   53,789 △2.9

法人税、住民税 
及び事業税   1,151   1,151 2,302   

法人税等調整額   19,204 20,355 2.3 2,191 3,342 0.4 151,535 153,837 8.3

中間純利益    15,874 1.7 ― ―   ― ―

中間(当期)純損失    ― ― 23,363 △2.6   207,626 △11.2

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
その他 
有価証券 

評価差額金 資本準備金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 203,500 42,098 △37,773 △244 207,580 25,820 233,401 

中間会計期間中の変動額               

 中間純利益     15,874   15,874   15,874 

 自己株式の取得       △75 △75   △75 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           △12,342 △12,342 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― 15,874 △75 15,799 △12,342 3,457 

平成18年９月30日残高(千円) 203,500 42,098 △21,899 △319 223,380 13,478 236,858 

  

株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
その他 
有価証券 

評価差額金 資本準備金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高(千円) 203,500 42,098 △245,400 △459 △261 22,073 21,812 

中間会計期間中の変動額               

 中間純損失     △23,363   △23,363   △23,363 

 自己株式の取得       △95 △95   △95 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           △19,314 △19,314 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― △23,363 △95 △23,458 △19,314 △42,772 

平成19年９月30日残高(千円) 203,500 42,098 △268,763 △554 △23,719 2,759 △20,959 

  

株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
その他 
有価証券 

評価差額金 資本準備金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 203,500 42,098 △37,773 △244 207,580 25,820 233,401 

事業年度中の変動額               

 当期純損失     △207,626   △207,626   △207,626 

 自己株式の取得       △215 △215   △215 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           △3,746 △3,746 

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― ― △207,626 △215 △207,842 △3,746 △211,588 

平成19年３月31日残高(千円) 203,500 42,098 △245,400 △459 △261 22,073 21,812 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  税引前中間純利益又は 
  税引前中間(当期) 
  純損失(△) 

 36,229 △20,020 △53,789

  減価償却費  13,755 15,467 27,747

  固定資産除却損  ― ― 737

  投資有価証券評価損  ― 11,313 ―

  投資有価証券売却益  ― △20,944 ―

  退職給付引当金の増減額 
  (△は減) 

 16,077 1,850 25,685

  役員退職慰労引当金の 
  増減額(△は減) 

 △60,870 △63,760 △60,015

  貸倒引当金の増減額 
  (△は減) 

 720 1,890 58,490

  賞与引当金の増減額 
  (△は減) 

 1,619 △2,556 1,619

  債務保証損失引当金の 
  増減額(△は減) 

 ― 39,318 ―

  受取利息及び受取配当金  △997 △1,690 △2,285

  支払利息  29,600 30,130 60,158

  売上債権の増減額 
  (△は増) 

 65,191 3,510 63,325

  たな卸資産の増減額 
  (△は増) 

 △28,022 7,044 △23,536

  更生債権等の増減額 
  (△は増) 

 ― △9,988 △43,853

  仕入債務の増減額 
  (△は減) 

 △37,326 △5,750 △30,303

  その他  △306 13,149 △244

小計  35,670 △1,038 23,735

  利息及び配当金の受取額  975 1,431 2,167

  利息の支払額  △25,350 △29,051 △56,307

  法人税等の支払額  △1,384 △2,302 △1,384

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 9,910 △30,959 △31,790



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  定期預金の預入れによる 
  支出 

 △17,500 △15,501 △53,402

  定期預金の払戻しによる 
  収入 

 21,600 23,604 56,223

  有形固定資産の取得による 
支出 

 △4,054 △901 △6,577

  有形固定資産の売却による 
  収入 

 ― 3,054 ―

  無形固定資産の取得による 
  支出 

 ― ― △450

  投資有価証券の取得による 
支出 

 △422 △421 △844

  投資有価証券の売却による 
  収入 

 ― 50,064 ―

  投資有価証券の償還による 
収入 

 3,092 ― 3,092

  保険料掛金解約による収入  ― 18,448 ―

  貸付けによる支出  ― △420 △4,390

  貸付金の回収による収入  ― 4,868 5,377

  その他  200 △209 11,470

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,915 82,584 10,499

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  短期借入金の純増減額 
  (△は減) 

 △1,035 8,550 79,100

  長期借入れによる収入  239,000 ― 334,000

  長期借入金の返済による 
支出 

 △193,695 △135,706 △398,810

  自己株式の取得による支出  △75 △95 △215

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 44,195 △127,251 14,074

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 2 △1 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(△は減) 

 57,024 △75,627 △7,212

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 178,507 171,295 178,507

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 235,531 95,667 171,295

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――  当社は、前事業年度において

22,351千円の営業損失、76,680千円

の経常損失及び207,626千円の当期

純損失を計上し、当中間会計期間に

おいても売上高が前中間会計期間よ

り8,692千円減少したこと等によ

り、17,888千円の営業損失、48,540

千円の経常損失及び23,363千円の中

間純損失を計上し、当中間会計期間

末において20,959千円の債務超過と

なりました。また、営業キャッシ

ュ・フローについても、第87期事業

年度28,619千円、第88期事業年度

66,333千円、第89期事業年度31,790

千円、当中間会計期間30,959千円と

継続してマイナスとなっておりま

す。 

 このような状況から当社には、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。当社は、当該状

況を解消すべく当中間会計期間にお

いては、平成19年５月に策定した経

費の削減を柱とした「経営改善三ヵ

年計画」を鋭意実行してまいりまし

たが、生産調整を実施したため原価

高となり、目標数値とは乖離いたし

ました。このような状況を早期に解

消するため、主力金融機関と協議し

ながら経営コンサルタントを介し、

下記の内容を骨子とした新たな「経

営改善計画(五ヵ年事業計画)」を策

定中であります。 

１ 営業部門 

 ① 販売戦略の東京集中 

 ② 営業店支援機能の強化 

 ③ ブランド戦略と販売戦略の統

一化、同期化等 

２ 生産部門 

 ① 技術継承についての仕組み作

り 

 ② 本社工場、西有田工場の生産

ラインの見直し 

 ③ 販売状況に即応した多品種少

量生産体制の構築等 

３ 総務・人事部門 

 ① ガバナンス機能の強化、取締

役会の活性化 

 ② 社外からの人材招聘 

 ③ 本社機能の西有田工場への移

転等 

 当社は、陶磁器業界の構造的な需

要低迷から長期間に亘り売上高の減

少が続き、当事業年度においては営

業損失22,351千円(前事業年度は営

業 損 失 13,321 千 円 )、経 常 損 失

76,680千円(前事業年度は経常損失

58,328千円)及び当期純損失207,626

千円(前事業年度は当期純損失

45,030千円)を計上し、営業キャッ

シュ・フローは３期連続マイナスと

なっております。 

 このような状況から当社には、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。当社としてはこ

のような状況を打開すべく平成19年

５月に以下に掲げる「経営改善三ヵ

年計画」を策定し、取引金融機関と

協議を開始しております。 

① 役員報酬の削減 

② 賃金・給料カットや定年延長に

よる継続雇用者の契約打ち切り

による人件費削減 

③ 生産抑制による材料費削減 

④ 外注加工費の内製化、包装材料

見直しによる製造経費の削減 

⑤ 生産工程見直しによる生産効率

の向上 

⑥ 販売体制の見直し 

⑦ 資産処分による有利子負債の圧

縮 

⑧ 新製品の開発によるブランド強

化と販売強化及び付加価値商品

への販売シフト等 

 経営基盤の再構築を行い収益構造

改善のための抜本的な経営改善計画

の実現に取り組んでおり、業績の回

復を目指します。 

 なお、資金面については当社の主

力金融機関による資金繰りに対する

協力の内諾を得ております。 

 財務諸表は継続企業を前提として

作成しており、上記のような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ４ 財務部門 

 ① 資産の圧縮 

 ② 計数管理機能の強化 

 ③ 固定費を中心とするコスト削

減 

 「経営改善計画(五ヵ年事業計

画)」は当社の事業再建を果たすべ

く、売上による収入を安定化し継続

的な資金確保に重点を置いておりま

す。なお、資金面については、現状

では、取引金融機関からの新規、追

加調達の可能性は低いことから、下

半期以降の売上高が計画どおりに推

移しない場合には、資金繰りが逼迫

する可能性があります。これに対し

て、当社は主力金融機関からの借入

金について返済条件の変更を依頼す

る予定であります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成しており、上記のような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

      

 (1) 有価証券 その他有価証券 
 時価のあるもの 
   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は総平均
法により算定) 

その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 
 時価のあるもの 
   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価
差額は全部純資産直入
法により処理し、売却
原価は総平均法により
算定) 

   時価のないもの 
  総平均法による原価法 

 時価のないもの 
同左 

 時価のないもの 
同左 

 (2) たな卸資産 
    商品・貯蔵品 

  
最終仕入原価法による原価
法 

  
同左 

  
同左 

    製品・半製 
    品・仕掛品 

売価還元法による原価法 同左 同左 

    原材料 月次移動平均法による原価
法 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

      

 (1) 有形固定資産 建物  定額法 
その他 定率法 
  ただし、チャイナ・オ
ン・ザ・パークの減価償
却資産については定額法
によっております。 

  なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。 

  建物  ９～39年 
  構築物 10～60年 

建物及びチャイナ・オン・
ザ・パークの減価償却資産 
a 平成19年３月31日以前
に取得したもの 
旧定額法によってお
ります。 

b 平成19年４月１日以降
に取得したもの 
定額法によっており
ます。 

その他 
a 平成19年３月31日以前
に取得したもの 
旧定率法によってお
ります。 

b 平成19年４月１日以降
に取得したもの 
定率法によっており
ます。 

  なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。 

  建物  ９～39年 
  構築物 10～60年 
(会計方針の変更) 
 法人税法の改正に伴い、
当中間会計期間より、平成
19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更して
おります。これによる損益
への影響は軽微でありま
す。 

建物  定額法 
その他 定率法 
  ただし、チャイナ・オ
ン・ザ・パークの減価償
却資産については定額法
によっております。 

  なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。 

  建物  ９～39年 
  構築物 10～60年 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 
 平成19年度の法人税法の
改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した資産に
ついては、改正前の法人税
法に基づく減価償却の方法
を適用し、取得価額の５％
に到達した事業年度の翌事
業年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額との
差額を５年間で均等償却
し、減価償却費に含めて計
上しております。 
 これにより、営業損失、
経常損失及び税引前中間純
損失がそれぞれ2,626千円
増加しております。 

  

 (2) 無形固定資産 定額法によっております。 同左 同左 

３ 引当金の計上基準       

 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

 (2) 賞与引当金  従業員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

同左 同左 

 (3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異(213,066千円)について

は、10年による按分額を費

用処理しております。 

同左  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差

異(213,066千円)について

は、10年による按分額を費

用処理しております。 

 (4) 役員退職慰労引

当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えて、役員退職慰労金

支給内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

―――――  役員の退職慰労金の支出

に備えて、役員退職慰労金

支給内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上してお

ります。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 

 従来、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、当社

内規に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金に計

上しておりましたが、平成

19年９月26日開催の取締役

会において、同年６月をも

って役員退職慰労金支給内

規を廃止するとともに退職

慰労金の支給を行わないこ

とを決議いたしました。 

 これにより、同内規廃止

時点における役員退職慰労

引当金残高58,207千円を全

額取崩し、特別利益に計上

しております。 

  

 (5) 債務保証損失引

当金 

――――― 債務保証に係る損失に備

えるため、被保証者の財政

状態等を勘案し損失負担見

込額を計上しております。 

――――― 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなります。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

      

  消費税等の会計処

理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、「仮払消費税等」

及び「仮受消費税等」は相

殺し、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。 

同左  消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準 

 当中間会計期間より、

「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12

月９日)を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合

計に相当する金額は、純資

産の部の合計と同額であり

ます。なお、当中間会計期

間における中間貸借対照表

の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成して

おります。 

―――――  当事業年度より、「貸借

対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業

会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９

日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合

計に相当する金額は、純資

産の部の合計と同額であり

ます。なお、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産

の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正

後の財務諸表等規則により

作成しております。 

自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会

計基準等の一部改正 

――――― ―――――  当事業年度より、改正後

の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基

準」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号)及び

「自己株式及び準備金の減

少等に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用

指針第２号)を適用してお

ります。これによる損益に

与える影響はありません。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

  

888,538千円

  

874,408千円

  

859,227千円

※２ 担保に供してい

る資産及びそれに

対応する債務 

  

＜担保資産＞ 

建物 381,829千円

構築物 24,519千円

機械及び装置 4,656千円

窯 12,178千円

工具・器具 
及び備品 

5,848千円

土地 247,077千円

定期預金 175,200千円

投資有価証券 76,574千円

合計 927,883千円

＜担保資産＞ 

建物 363,032千円

構築物 22,388千円

機械及び装置 3,760千円

窯 8,931千円

工具・器具
及び備品 

7,059千円

土地 247,077千円

定期預金 175,200千円

投資有価証券 16,758千円

合計 844,207千円

＜担保資産＞ 

建物 373,192千円

構築物 23,558千円

機械及び装置 4,261千円

窯 10,343千円

工具・器具 
及び備品 

6,876千円

土地 247,077千円

定期預金 175,200千円

投資有価証券 84,141千円

合計 924,649千円

  上記のうち、工場財団設定

分 

建物 285,071千円

構築物 24,003千円

機械及び装置 4,656千円

窯 12,178千円

工具・器具 
及び備品 

5,848千円

土地 94,784千円

合計 426,542千円

上記のうち、工場財団設定

分 

建物 270,822千円

構築物 21,938千円

機械及び装置 3,760千円

窯 8,931千円

工具・器具
及び備品 

7,059千円

土地 94,784千円

合計 407,297千円

上記のうち、工場財団設定

分 

建物 278,639千円

構築物 23,068千円

機械及び装置 4,261千円

窯 10,343千円

工具・器具 
及び備品 

6,876千円

土地 94,784千円

合計 417,973千円

  ＜担保付債務＞ 

短期借入金(一年以内に返

済予定の長期借入金を含

む)及び長期借入金 

2,206,014千円

＜担保付債務＞ 

短期借入金(一年以内に返

済予定の長期借入金を含

む)及び長期借入金 

2,057,232千円

＜担保付債務＞ 

短期借入金(一年以内に返

済予定の長期借入金を含

む)及び長期借入金 

2,183,488千円

 ３ 保証債務  下記のとおり取引先の銀

行借入に対し、保証を行っ

ております。 

保証先 
保証額 
(千円) 

深川製磁販売㈱ 113,158

㈲こむ 410

合計 113,568

 下記のとおり連結子会社

の銀行借入に対し、保証を

行っております。 

保証先 
保証額
(千円) 

深川製磁販売㈱ 39,318

 下記のとおり取引先の銀

行借入に対し、保証を行っ

ております。 

保証先 
保証額 
(千円) 

深川製磁販売㈱ 91,467 

 ４ 受取手形割引高 29,948千円 31,609千円 35,956千円

 ５ 中間会計期間末

日(事業年度末日)

満期手形の処理 

 当中間会計期間末日は金

融機関の休日であったが、

満期日に決済が行われたも

のとして処理しておりま

す。中間会計期間末日満期

手形の金額は次のとおりで

あります。 

 割引手形 3,313千円

同左 

  

  

  

  

  

  

 受取手形 65千円

 割引手形 3,526千円

 当事業年度末日は金融機

関の休日であったが、満期

日に決済が行われたものと

して処理しております。当

事業年度末日満期手形の金

額は次のとおりでありま

す。 

 割引手形 4,554千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主

要項目 

    受取利息及び
配当金 

  

  

997千円

  

  

1,690千円

  

  

2,285千円

※２ 営業外費用の主

要項目 

    支払利息 

  

  

29,600千円

  

  

30,130千円

  

  

60,158千円

※３ 特別利益の内訳 

    投資有価証券 
    売却益 
    役員退職慰労 
    引当金戻入益 

  

  ―

61,888千円

  

20,944千円

58,207千円

  

  ―

61,888千円

  近年の業況に鑑み、支給

内規を見直したことに伴う

役員退職慰労引当金の一部

取崩しによる戻入益であり

ます。 

――――― 近年の業況に鑑み、役員

退職慰労金支給内規を見直

したことに伴う役員退職慰

労引当金の一部取崩しによ

る戻入益であります。 

    営業所移転 
    補償金 

13,905千円   ― 19,865千円

※４ 特別損失の内訳 
    投資有価証券 
    評価損 
    貸倒引当金繰

入額 
    債務保証損失

引当金繰入額 
    営業所移転費

用 

  

  ―

  ―

  ―

  ―

  

11,313千円

  ―

39,318千円

  ―

  

  ―

56,480千円

  ―

2,383千円

 ５ 減価償却実施額 

    有形固定資産 

    無形固定資産 

  

13,469千円

286千円

  

15,181千円

286千円

  

27,167千円

579千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加500株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,570株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
  

  
前事業年度末株式数 

(千株) 
当中間会計期間
増加株式数(千株) 

当中間会計期間
減少株式数(千株) 

当中間会計期間末 
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 4,100 ― ― 4,100 

計 4,100 ― ― 4,100 

  
前事業年度末株式数 

(株) 
当中間会計期間
増加株式数(株) 

当中間会計期間
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

自己株式         

 普通株式 2,971 500 ― 3,471 

計 2,971 500 ― 3,471 

  
前事業年度末株式数 

(千株) 
当中間会計期間
増加株式数(千株) 

当中間会計期間
減少株式数(千株) 

当中間会計期間末 
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 4,100 ― ― 4,100 

計 4,100 ― ― 4,100 

  
前事業年度末株式数 

(株) 
当中間会計期間
増加株式数(株) 

当中間会計期間
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

自己株式         

 普通株式 4,541 1,000 ― 5,541 

計 4,541 1,000 ― 5,541 

  
前事業年度末株式数 

(千株) 
当事業年度増加
株式数(千株) 

当事業年度減少
株式数(千株) 

当事業年度末株式数
(千株) 

発行済株式         

 普通株式 4,100 ― ― 4,100 

計 4,100 ― ― 4,100 

  
前事業年度末株式数 

(株) 
当事業年度増加
株式数(株) 

当事業年度減少
株式数(株) 

当事業年度末株式数
(株) 

自己株式         

 普通株式 2,971 1,570 ― 4,541 

計 2,971 1,570 ― 4,541 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

439,754千円

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

△204,223千円

現金及び 
現金同等物 

235,531千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成19年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

293,067千円

預入期間が
３か月を超える
定期預金 

△197,400千円

現金及び 
現金同等物 

95,667千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

現金及び
預金勘定 

376,797千円

預入期間が
３か月を超える 
定期預金 

△205,502千円

現金及び
現金同等物 

171,295千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

      

(1) リース物件の取得

価額相当額、減価償

却累計額相当額及び

中間期末(期末)残高

相当額 

  

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 

相当額
(千円)

車両及
び運搬
具 

3,036 1,163 1,872

工具・
器具及
び備品 

38,960 20,260 18,700

ソフト 
ウェア 

18,273 1,832 16,440

合計 60,270 23,257 37,013

取得
価額 

相当額
(千円)

減価
償却 

累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 

相当額
(千円)

車両及
び運搬
具 

3,036 1,771 1,265

工具・
器具及
び備品

37,292 25,139 12,153

ソフト
ウェア

43,839 9,459 34,379

合計 84,168 36,369 47,798

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 

相当額
(千円)

車両及
び運搬
具 

3,036 1,467 1,568

工具・
器具及
び備品

40,454 24,255 16,198

ソフト
ウェア

43,839 5,075 38,763

合計 87,330 30,798 56,531

   取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産等の中間期末

残高に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 また、前中間会計期間ま

で、上記表の区分を「工

具・器具及び備品」、「そ

の他」として表示しており

ましたが、「その他」のう

ち「ソフトウェア」の金額

の重要性が増したため、当

中間会計期間より区分して

表示することといたしまし

た。 

 なお、前中間会計期間を

当中間会計期間と同じ区分

で表示すると下記のとおり

であります。 

  

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 

相当額
(千円)

車両及
び運搬
具 

7,812 4,536 3,275

工具・
器具及
び備品 

47,860 26,347 21,513

ソフト 
ウェア 

4,097 68 4,029

合計 59,770 30,952 28,818

 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産等の中間期末

残高に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 
  

 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

  



  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 未経過リース料中

間期末(期末)残高相

当額 

１年内 12,054千円

１年超 24,959千円

合計 37,013千円

１年内 15,750千円

１年超 32,047千円

合計 47,798千円

１年内 17,149千円

１年超 39,381千円

合計 56,531千円

   未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固

定資産等の中間期末残高に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

同左  未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等

の期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3) 支払リース料等 

   支払リース料 

減価償却費相当

額 

  

6,678千円 

6,678千円 

  

8,733千円 

8,733千円 

  

14,220千円 

14,220千円 

(4) 減価償却費相当額

の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された

減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略し

ております。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 時価のある株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄はすべて減損処理を行い、30％以上

50％未満下落した銘柄については、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

その他有価証券で時価のあるもの及び時価評価されていない有価証券は、中間連結財務諸表で注記しておりま

す。 

なお、子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社は、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を行っていないため、該当事項は

ありません。 

なお、当中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間及び前事業年度 

該当事項はありません。 

なお、当中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

  

(持分法損益等) 

当社は、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても関連会社の議決権を自己の計算において所有してい

ないため、該当事項はありません。 

なお、当中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

区分 

前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

中間貸借対照
表計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 59,285 81,899 22,614 59,707 90,136 30,428

区分 

前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券  

割引金融債券 10,654 10,651

非上場株式 1,223 1,223

合計 11,877 11,875



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

  

 (2) １株当たり中間純利益金額又は中間(当期)純損失金額(△) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 57円82銭 △5円12銭 5円33銭

１株当たり中間純利益 
金額又は中間(当期) 
純損失金額(△) 

3円87銭 △5円71銭 △50円69銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

─ ─ ─

項目 
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合
計額 

(千円) 236,858 △20,959 21,812

純資産の部の合
計額から控除す
る金額 

(千円) ― ― ―

普通株式に係る
中間期末(期末)
の純資産額 

(千円) 236,858 △20,959 21,812

１株当たり純資
産額の算定に用
いられた中間期
末(期末)の普通
株式の数 

(千株) 4,096 4,094 4,095

項目 
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間純利益金額
又は中間(当期)
純損失金額(△) 

(千円) 15,874 △23,363 △207,626

普通株主に帰属
しない金額 

(千円) ― ― ―

普通株式に係る
中間純利益金額
又は中間(当期)
純損失金額(△) 

(千円) 15,874 △23,363 △207,626

普通株式の期中
平均株式数 

(千株) 4,096 4,094 4,096



(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ―――――  当社の投資先である株式会社九州

親和ホールディングス(以下、九州

親和HDという。)は、平成19年５月

24日、取締役会において株式会社ふ

くおかフィナンシャルグループ(以

下、ふくおかFGという。)との経営

支援に関する基本合意書を締結する

ことを決議しております。基本合意

の内容では、九州親和HDは保有する

株式会社親和銀行(以下、親和銀行

という。)等の全株式をふくおかFG

に譲渡し、株式の譲渡価格は親和銀

行の資産状況等の観点から決定され

ることとなっています。また、九州

親和HDは、株主の承認を前提に親和

銀行がふくおかFGの完全子会社とな

った後、精算手続きを開始すること

となります。これに伴い、当社が保

有する九州親和HDの株式44,895株

(取得原価13,468千円)について、残

余財産に基づき分配を受取ることと

なりますが、分配金が取得原価を大

幅に下回り、翌事業年度に損失が発

生する可能性があります。 



(2) 【その他】 

当社株式は、平成19年12月１日に福岡証券取引所から整理ポストに割当てられました。整理ポスト割当期間は、

平成19年12月１日から平成19年12月30日までであり、平成19年12月31日をもって株券上場廃止となります。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 
  

事業年度 

(第89期) 
  

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

  
平成19年６月28日 

福岡財務支局長へ 

提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

深川製磁株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる深川製磁株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、深川製磁株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間において40,786千

円の債務超過の状況になっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等

は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影

響を中間連結財務諸表に反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成19年12月21日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ  

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鳥  巣  宣  明  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  牛  島     毅  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

深川製磁株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている深川製

磁株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第89期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、深川製磁株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成18年12月20日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ  

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鳥  巣  宣  明  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  牛  島     毅  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

深川製磁株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる深川製磁株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第90期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、深川製磁株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は当中間会計期間において営業損失

17,888千円(前事業年度は営業損失22,351千円)、経常損失48,540千円(前事業年度は経常損失76,680千円)及び中間純損

失23,363千円(前事業年度は当期純損失207,626千円)を計上し、当中間会計期間末において20,959千円の債務超過となっ

ており、また、営業キャッシュ・フローも当中間会計期間及び過去３期いずれもマイナスになっていることから、継続

企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表に反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成19年12月21日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ  

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鳥  巣  宣  明  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  牛  島     毅  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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